
18年間で外国人労働者は６倍に増えましたが、
犯罪件数は３分の１に激減。検挙率も日本人と
大差はありません。犯罪総数も減っています。

学費と月額最大15万円の生活費を支援する「国費
留学」は、優秀な人材確保などを目的に多くの国
が採用している制度です。利用できる留学生はご
く一部の３％で、大半は「私費留学」です。
問題は留学生への「優遇」ではなく、自公政権の
教育予算の「貧困」です。（裏面参照）

戦前、植民地支配のために朝鮮人への差別心をあおった結果、1923年におこった関東大震災では、
デマによって多数の朝鮮人が殺害されました。そうした歴史を決して繰り返してはなりません。

外国人への攻撃は、国内の少数者（マイノリティ）への差別につながります。国籍、性別、世代、
障がいの有無にかかわらず、誰もが人として大切にされる――そんな社会でこそ、誰もが安心して
暮らせるのではないでしょうか。1922年の結党以来、あらゆる差別と闘ってきた党として、多様性
が尊重される社会の実現に全力でがんばります。

生活保護や医療保険、奨学金制度を外国人が利用
することを敵視するような主張が、自民党などか
ら振りまかれています。
「日本人を守る」かのような言いぶりですが、結
局はそれらの制度の貧弱さをごまかすための卑劣
な主張と言わざるをえません。

2005年 2023年

外国人労働者
の推移

外国人刑法犯
検挙件数

4万3,622人 1万5,541人

34.3万人

204.9万人

国費留学は全体の３％

奨学金で優遇されているの？

外国人犯罪は大幅減少

治安が悪化しているの？

厚生労働省推計及び法務省「令和６年版犯罪白書」
より作成

2025年7月12日号 発行／日本共産党京都府委員会

TEL:075-211-5371  Mail: info@jcp-kyoto.jp
日本共産党京都府委員会は次の見解を発表しました。

「日本人ファースト」や「違法外国人ゼロ」など、外国人の排除･取締りを求める主張が勢いを増してい
ます。しかし日本で暮らす外国人はみんな社会の一員です。ともに働き、地域社会をつくっているパート
ナーです。
誰かに敵意を向けても暮らしはよくなりません。自民党政治を終わらせるため、力をあわせましょう。

日本共産党はみなさんと一緒にあらゆる差別に反対し、みんなが尊厳をもって暮らせる社会をめざします。



「大企業・アメリカファースト」から
「くらしファースト」へ

「失われた３０年」で、
大企業の利益は１６倍、
株主配当は１０倍に。
だから給料が上がらない
のです。

2023年の法人税実質負担率
（国税庁資料より作成）

「軍事費２倍」が教育費を圧迫。さ
らなる軍拡要求はキッパリ拒否すべ
きです。
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YouTube

LINE登録

アメリカのトランプ大統領が、イラン空
爆の成果を誇り、広島・長崎への原爆投下
になぞらえて正当化しました。被爆者らが
怒りの声を上げるなか、一言も抗議できな
いのが石破政権。唯一の被爆国の政府とし
て、あまりにも情けない態度です。
日本共産党は、憲法９条を生かした平和

外交で、アジアと世界の平和に貢献する日
本をめざします。

財界から政治献金を受け取り、大企業や大金持ちにどん
どん減税する政治、アメリカに言われるまま軍事費を増や
し、ミサイルや戦闘機を爆買いする政治を変えましょう。
日本共産党は、この課題に正面から挑む政党です。

財界から政治献金を受け取り、大企業や大金持ちにどん
どん減税する政治、アメリカに言われるまま軍事費を増や
し、ミサイルや戦闘機を爆買いする政治を変えましょう。
日本共産党は、この課題に正面から挑む政党です。

くらしの大変さは
外国人のせいじゃない！

「ファースト」の「ファースト」の

法人税を2012年の水準に戻せば
（中小企業は除く）、11兆円の税収が
見込めます。
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財界･アメリカ財界･アメリカ

自民党政治を終わらせ自民党政治を終わらせ

登録は
こちら

民主主義を守る取り組みを、ぜひ
ご一緒に！

・義務教育完全無償化

・大学授業料半額

・75万人に給付奨学金

入学金
廃止

「ファースト」の

財界･アメリカ
自民党政治を終わらせ
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